
令和２年３月23日現在

＜当局等提出議案＞

人事案件２件、予算案件19件、条例案件11件、一般案件２件、市長報告事件１件、

監査委員報告事件３件で、合計38件。

３月６日に一般案件１件。合計39件。

３月23日に人事案件１件、予算案件４、監査委員報告事件２件。合計46件。

＜議員提出議案＞

２件

＜請願＞

１件

当局提出による議案

議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

認第１号
焼津市監査委員の選任について
【人事課】

地方自治法第196条第１項の規定により、議会
の同意を求める。
議会選出　石田江利子(いしだえりこ）議員

賛成多数
同意

認第２号
人権擁護委員候補者の推薦について
【くらし安全課】

人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議
会の意見を求める。
推薦しようとする者　武藤惠美子（むとうえみ
こ）氏（再任）

全会一致
同意

認第３号
焼津市教育委員会教育長の任命につ
いて
【人事課】

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４
条第１項の規定により、議会の同意を求める。
任命しようとする者　羽田明夫（はねだあき
お）氏

全会一致
同意

議第１号
令和２年度焼津市一般会計予算案
【関係課】

予算総額586億8,700万円。
平成30年度からスタートした「焼津未来共創プ
ラン2018（第６次焼津市総合計画基本計画）」
を具現化するための21施策を積極的に推進。

賛成多数
原案可決

議第２号
令和２年度焼津市し尿処理事業特別
会計予算案
【廃棄物対策課】

当初予算額　４億1,710万円
全会一致
原案可決

議第３号
令和２年度焼津市土地取得事業特別
会計予算案
【資産経営課】

当初予算額　４億3,930万円
全会一致
原案可決

議第４号
令和２年度焼津市国民健康保険事業
特別会計予算案
【保険年金課・健康づくり課】

当初予算額　133億7,240万円
賛成多数
原案可決

議第５号
令和２年度焼津市温泉事業特別会計
予算案
【観光交流課】

当初予算額　２億3,980万円
全会一致
原案可決

令和２年２月焼津市議会定例会提出議案及び議案等審議結果 

1



議第６号
令和２年度焼津市駐車場事業特別会
計予算案
【道路課】

当初予算額　1,210万円
全会一致
原案可決

議第７号
令和２年度焼津市介護保険事業特別
会計予算案
【地域包括ケア推進課・介護保険課】

当初予算額　127億5,000万円
全会一致
原案可決

議第８号
令和２年度焼津市後期高齢者医療事
業特別会計予算案
【保険年金課】

当初予算額　17億9,360万円
賛成多数
原案可決

議第９号
令和２年度焼津市港湾事業特別会計
予算案
【大井川港管理事務所】

当初予算額　８億1,100万円
全会一致
原案可決

収益的収入　 24億3,629万３千円
収益的支出　 21億4,501万３千円

資本的収入　 ４億8,417万２千円
資本的支出　 16億4,905万３千円

収益的収入　138億3,853万６千円
収益的支出　138億1,360万５千円

資本的収入　 ７億7,373万９千円
資本的支出　 12億5,000万５千円

収益的収入　 18億7,101万１千円
収益的支出　 18億5,357万２千円

資本的収入　 ８億3,470万２千円
資本的支出　 15億9,286万８千円

議第13号
令和元年度焼津市一般会計補正予算
（第７号）案
【関係課】

歳入歳出それぞれ14億3,961万円の減額補正。
歳出予算において、プレミアム付商品券事業
費、ふるさと寄附金基金積立金及びふるさと納
税推進事業費などを減額するほか、財政調整基
金積立金、南部土地区画整理事業及び若者世帯
定住支援奨励金事業の実施に必要な経費を追加
する。歳入においては、ふるさと寄附金、プレ
ミアム付商品券売払収入の減額及び普通交付税
の増額などの補正を行う。
また、繰越明許費の追加及び地方債の変更を行
う。
補正後予算額527億9,035万８千円。

全会一致
原案可決

議第14号
令和元年度焼津市土地取得事業特別
会計補正予算（第１号）案
【資産経営課】

本年度の事業費確定などに伴い、歳入歳出それ
ぞれ１億7,134万の減額補正。
補正後予算額２億6,266万円。

全会一致
原案可決

全会一致
原案可決

議第12号
令和２年度焼津市公共下水道事業会
計予算案
【下水道課】

令和２年度焼津市水道事業会計予算
案
【水道総務課】

議第10号

議第11号
令和２年度焼津市病院事業会計予算
案
【企画経理課】

賛成多数
原案可決

全会一致
原案可決
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議第15号
令和元年度焼津市国民健康保険事業
特別会計補正予算（第５号）案
【保険年金課】

保険基盤安定繰入金の確定に伴い、歳入歳出そ
れぞれ316万１千円の増額補正。
補正後予算額137億1,902万４千円。

賛成多数
原案可決

議第16号
令和元年度焼津市介護保険事業特別
会計補正予算（第３号）案
【地域包括ケア推進課・介護保険課】

施設介護サービス給付費の増に伴い、歳入歳出
それぞれの予算の組替え。

全会一致
原案可決

議第17号
令和元年度焼津市後期高齢者医療事
業特別会計補正予算（第１号）案
【保険年金課】

後期高齢者医療広域連合納付金の増に伴い、歳
入歳出それぞれ2,346万１千円の増額補正。
補正後予算額16億9,696万１千円。

賛成多数
原案可決

議第18号
令和元年度焼津市港湾事業特別会計
補正予算（第４号）案
【大井川港管理事務所】

海岸保全施設整備事業費の減などに伴い、歳入
歳出それぞれ１億3,204万８千円の減額補正の
ほか、地方債の変更。
補正後予算額8億3,446万８千円。

全会一致
原案可決

議第19号
令和元年度焼津市病院事業会計補正
予算（第２号）案
【企画経理課】

資本的収入及び支出において、新病院建設関連
業務委託料の支払が次年度以降になったことに
伴う企業債１億4,680万円の減額、建設改良費
１億6,493万２千円の減額などを行うほか、債
務負担行為及び企業債の補正。

全会一致
原案可決

議第20号

地方自治法等の一部を改正する法律
の施行に伴う関係条例の整理に関す
る条例の制定について
【総務課】

地方自治法等の一部を改正する法律の施行によ
る地方自治法の改正に伴い、関係条例において
引用している同法の条項を整理しようとするも
の。
施行期日は令和２年４月１日。

全会一致
原案可決

議第21号
焼津市印鑑条例の一部を改正する条
例の制定について
【市民課】

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正
化等を図るための関係法律の整備に関する法律
が施行されたことを踏まえ、国が示す印鑑登録
証明事務処理要領が改正されたことに伴い、印
鑑登録の資格について所要の改正をしようとす
るもの。
施行期日は公布の日。

全会一致
原案可決

議第22号

焼津市教育委員会の委員等に対する
報酬及び費用弁償支給条例の一部を
改正する条例の制定について
【選挙管理委員会事務局】

国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法
律が改正されたことを踏まえ、市選挙管理委員
会が選任する選挙長、投票管理者、開票管理
者、投票立会人、開票立会人及び選挙立会人の
報酬（日額）を改定しようとするもの。
施行期日は令和２年４月１日。

全会一致
原案可決

議第23号

焼津市固定資産評価審査委員会条例
の一部を改正する条例の制定につい
て
【固定資産評価審査委員会】

行政手続等における情報通信の技術の利用に関
する法律の改正に伴い、条例中に引用している
同法の題名及び条項の整理をしようとするも
の。
施行期日は公布の日。

全会一致
原案可決
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議第24号
焼津市手数料条例の一部を改正する
条例の制定について
【市民課・建築指導課】

住民基本台帳法、行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等に関する法律及
び建築物エネルギー消費性能基準等を定める省
令の改正に伴い、市が新たに行う又は廃止する
こととなる事務に係る手数料について所要の改
正をしようとするもの。
施行期日は公布の日ほか。

全会一致
原案可決

議第25号

焼津市特定教育・保育施設及び特定
地域型保育事業の運営に関する基準
を定める条例の一部を改正する条例
の制定について
【保育・幼稚園課】

子ども・子育て支援法の一部を改正する法律の
施行により、特定教育・保育施設及び特定地域
型保育事業の運営に関する基準が改正されたこ
とに伴い、所要の改正をしようとするもの。
施行期日は公布の日。

全会一致
原案可決

議第26号

焼津市家庭的保育事業等の設備及び
運営に関する基準を定める条例の一
部を改正する条例の制定について
【保育・幼稚園課】

児童福祉法及び家庭的保育事業等の設備及び運
営に関する基準の改正に伴う所要の改正をしよ
うとするもの
施行期日は公布の日。

全会一致
原案可決

議第27号
焼津市国民健康保険税条例の一部を
改正する条例の制定について
【保険年金課】

地方税法施行令の改正に伴う国民健康保険税の
課税限度額の改定をしようとするもの。
施行期日は令和２年４月１日。

全会一致
原案可決

議第28号

志太広域都市計画事業東小川土地区
画整理事業施行に関する条例を廃止
する条例の制定について
【区画整理課】

平成28年９月９日に静岡県知事による換地処分
があった旨の公告がなされた志太広域都市計画
事業東小川土地区画整理事業について、換地処
分に係る登記、清算金徴収交付等の事務を含
め、事業の全てが完了したため、令和２年４月
１日をもって、志太広域都市計画事業東小川土
地区画整理事業施行に関する条例を廃止しよう
とするもの。

全会一致
原案可決

議第29号

焼津市病院事業の設置等に関する条
例の一部を改正する条例の制定につ
いて
【病院総務課】

一般社団法人日本神経学会において標榜診療科
名が神経内科から脳神経内科に変更されたこと
に伴い、診療科目を変更する改正をしようとす
るもの。
施行期日は令和２年４月１日。

全会一致
原案可決

議第30号
焼津市消防団条例の一部を改正する
条例の制定について
【地域防災課】

平日の昼間や大規模災害時の地域防災力強化の
ため、新たな機能別消防隊を組織することに伴
い、機能別団員の要件を改めるなど所要の改正
をしようとするもの。
施行期日は令和２年４月１日。

全会一致
原案可決

議第31号
町の新設及び区域の変更について
【土地区画整理事務所】

志太広域都市計画事業焼津市南部土地区画整理
事業の換地処分に伴い、町の新設及び区域の変
更をするため、地方自治法第260条第１項の規
定により、議会の議決を求めるもの。

全会一致
可決
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議第32号
焼津市道路線の認定について
【土木管理課】

道路法第８条第１項の規定により、８路線を認
定しようとするもの。
開発行為による帰属に伴う認定　大住横上分譲
地三号線ほか７路線。

全会一致
可決

議第33号 損害賠償の額の決定について

焼津市立総合病院での医療行為に係る和解に伴
う損害賠償の額を定めるため、地方自治法第96
条第１項第13号の規定により議会の議決を求め
る。

全会一致
可決

議第34号
令和元年度焼津市一般会計補正予算
（第８号）案
【関係課】

「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」に向
けた施策などに対応するための国の補正予算及
び予備費対応に伴い歳入歳出それぞれ５億
5,782万円の増額補正のほか、繰越明許費及び
地方債の追加及び変更。
補正後予算額533億4,817万８千円。

全会一致
原案可決

議第35号
令和元年度焼津市港湾事業特別会計
補正予算（第５号）案
【大井川港管理事務所】

議第34号と同様に国の補正予算に伴い、改修
（統合補助）事業費及び海岸保全施設整備事業
費の増額など、歳入歳出それぞれ２億8,631万
7,000円の増額補正のほか、繰越明許費及び地
方債の追加及び変更。
補正後予算額11億2,078万５千円。

全会一致
原案可決

議第36号
令和２年度焼津市一般会計補正予算
（第１号）案
【関係課】

令和元年度焼津市一般会計補正予算（第８号）
案に前倒し計上したものを減額するほか、新型
コロナウイルス感染症の拡大に伴う対策事業費
の増額など、歳入歳出それぞれ5,494万円の減
額補正を行うほか、地方債の廃止及び変更。
補正後予算額586億3,206万円

全会一致
原案可決

議第37号
令和２年度焼津市港湾事業特別会計
補正予算（第１号）案
【大井川港管理事務所】

令和元年度焼津市港湾事業特別会計補正予算
（第５号）案に前倒し計上したものを減額する
など、歳入歳出それぞれ２億7,086万2,000円の
減額補正のほか、地方債の追加、廃止及び変
更。
補正後予算額5億4,013万８千円。

全会一致
原案可決

報第１号

専決処分事件の報告について（交通
事故に起因する損害賠償事件につい
て）
【都市整備課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告 了承

焼154-111号 令和元年11月分例月出納検査報告書
地方自治法第235条の２第３項の規定による報
告。

了承

焼154-115号 令和元年12月分例月出納検査報告書
地方自治法第235条の２第３項の規定による報
告。

了承

焼154-117号
令和元年度定期監査及び財政援助団
体等監査の結果について

地方自治法第199条第９項の規定による報告。 了承

焼154-126号 令和２年１月分例月出納検査報告書
地方自治法第235条の２第３項の規定による報
告。

了承

焼154-128号
令和元年度定期監査及び工事監査の
結果について

地方自治法第199条第９項の規定による報告。 了承
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議員提出による議案

発議案
第１号

焼津市議会委員会条例の一部を改正
する条例の制定について

焼津市部設置条例の一部を改正する条例の制定
（令和元年11月定例会）に伴い、委員会条例第
２条第２項第１号中の総合政策部を行政経営部
に改め、財政部を削除し、第２号中の水産部を
経済部に改め、経済産業部を削除しようとする
もの。

全会一致
原案可決

発議案
第２号

新型コロナウイルス感染症対策に関
する決議

焼津市議会として、市をはじめ、国や静岡県等
関係機関に対し、更なる感染拡大の防止や緊急
の経済対策に取り組むよう求めると共に、市民
の生命と健康を守り、事態の収束に向けて、行
政等と連携・協力して新型コロナウイルス感染
症に関する対策に全力で取り組むことを誓い決
議する。

全会一致
原案可決

請願

平成31年
請願
第１号

国民健康保険税の引き下げを求める
請願

[請願事項]
一、国保税の引き下げを求めます。
一、多子世帯のために「子どもの均等割の軽
減」を導入してください。

不採択
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